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子会社の吸収合併（簡易・略式合併）に関するお知らせ 
 

平成 20 年４月 28 日開催の取締役会において、当社は平成 15 年 12 月に 100％子会社化した株式会社

モビテックを吸収合併することを下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 
 
１．合併の目的 
 当社は、今般、九州地区のみで活動をしておりました株式会社モビテックにつきまして、業務効率化

の観点から平成 20 年６月 1日付で統合いたします。 

 

２．合併の要旨 

（１）合 併 の 日 程      

   合併決議取締役会     平成 20 年４月 28 日 

   合併契約締結日     平成 20 年４月 28 日 

   合併効力発生日     平成 20 年６月 １日 

    

（注）本合併は、会社法 796 条第３項に定める簡易合併ならびに同法 784 条第１項に定める略式 

合併の規程により、当社および株式会社モビテックにおいて合併契約に関する株主総会の承認を

得ることなく行なうものであります。 

 

（２）合併方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社モビテックは解散いたします。    

    

（３）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   消滅会社である株式会社モビテックは、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりま

せん。 

 

 



３．合併当事会社の概要 
 
存続会社 株式会社テレパーク（平成 19 年 12 月 31 日現在） 
（１）商号        株式会社テレパーク 
（２）主な事業内容     ・携帯電話等の販売および代理店業務 

・マイライン、ブロードバンド等通信サービスの販売取次業務 

（３）設立年月日  平成４年２月 20 日 

（４）本社所在地      東京都文京区後楽一丁目４番 27 号 
（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮崎 重則 
（６）資本金       1,552 百万円 

（７）発行済株式数  329,550 株 

（８）純資産  17,122 百万円 

（９）総資産  75,825 百万円 

（10）決算期  ３月 31 日 

（11）大株主及び持株比率 三井物産株式会社 50.8％ 

 
消滅会社 株式会社モビテック（平成 19 年 12 月 31 日現在） 

（１）商号        株式会社モビテック 

（２）主な事業内容     携帯電話等の販売および代理店業務 

（３）設立年月日  平成 13 年 11 月１日 

（４）本社所在地      福岡市博多区下川端町３番１号 

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 荒川直彦 

（６）資本金       10 百万円 

（７）発行済株式数  1,000 株 

（８）純資産  107 百万円（平成 19 年 3 月期）    

（９）総資産  473 百万円（平成 19 年 3 月期） 

（10）決算期  ３月 31 日 

（11）大株主及び持株比率 株式会社テレパーク 100％ 

 
４．株式会社モビテックの最近事業年度における業績の動向 

  平成 18 年３月期 平成 19 月３月期 

売上高 2,142 百万円 1,962 百万円 

売上総利益 486 百万円 455 百万円 

営業利益 70 百万円 67 百万円 

経常利益 68 百万円 65 百万円 

当期利益 31 百万円 38 百万円 

総資産 600 百万円 473 百万円 

純資産 68 百万円 107 百万円 

1 株当たり配当金 0 円 0 銭 0 円 0 銭 

（※会計監査人の監査は受けておりません） 

 



５．合併後の状況 

（１）商号       株式会社テレパーク 

（２）主な事業内容    ・携帯電話等の販売および代理店業務 

・マイライン、ブロードバンド等通信サービスの販売取次業務 

（３）本社在地      東京都文京区後楽一丁目４番 27 号 

（４）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮崎 重則 

（５）資本金       1,552 百万円 

（６）決算期  ３月 31 日 

（７）今後の見通し  本件により事業の効率化が見込まれますが、本子会社の吸収合併が当

社の連結業績に与える影響は軽微です。また、単体業績に与える影響

につきましても軽微です。 

 

以上 
 
 

 


